
これまでの部会のまとめ
及び

公民連携による住宅セーフティネットの
方向性について

資料３

令和２年１１月５日 京都市住宅審議会
第３回 市民の暮らしを支える住宅政策 検討部会



これまでの検討部会の議論のまとめ

より一層の経営的な視点

市営住宅の役割を踏まえた
新たなニーズへの対応

公民連携の充実
（福祉等）

・社会福祉法人との連携
・居住支援法人との連携
・公民それぞれの役割を

踏まえた取組の充実 など

今後の市営住宅の
管理運営の方向性

⇒市営住宅の最適化

・随時募集の実施
・単身向け公募の拡大
・公営住宅以外の用途

としての利活用

など

・実態ニーズに合わない
住戸などの整理

・メリハリのある投資

など

入居者が安心して
暮らしていくための対応

・耐震性のない団地からの
住替えの円滑な実施

・団地再生による総合的な
住環境の改善とまちづく
りの推進

・コミュニティミックスに
つながる取組の検討

など

１ 市営住宅

１
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前回の検討部会における委員からのご指摘（公募ニーズの分析）

近年の公募では，極端に公募倍率が高い団地と低い団地に二極化しており，
世帯向けのニーズがある団地とニーズが少ない団地の差が顕著となっている。

倍率毎に見た一般公募（単身向けを除く。）の団地数の推移（直近１０年間）

倍率毎に見た一般公募（単身向けを除く。）の募集戸数及び応募者数の集計

【平成２７年～令和元年度（平均）】【平成２２～２６年度（平均）】

【平成２７年～令和元年度（平均）】【平成２２～２６年度（平均）】

全体の平均倍率
９．１倍

全体の平均倍率
４．８倍

倍率１０倍未満のみで
再集計した場合

１．８倍

倍率１０倍未満のみで
再集計した場合

２．５倍

22.2倍
31.2倍

２
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前回の検討部会における委員からのご指摘（公募ニーズの分析）

〇 過去5年間の平均倍率が1倍未満の団地の各年の応募状況（計１２団地）

5箇年
平均

R元年度 H30年度 H29年度 H28年度 H27年度

向島８街区 ０．９倍 １．４倍 ０．４倍 ０．８倍 ０．６倍 １．３倍

醍醐西１街区 ０．９倍 ０．５倍 ０．５倍 １．２倍 １．０倍 １．４倍

洛西東新林 ０．９倍 ０．６倍 １．０倍 ０．５倍 ０．８倍 １．４倍

西野山 ０．８倍 ０．５倍 ０．５倍 ０．３倍 １．０倍 ２．０倍

向島５街区 ０．８倍 １．３倍 ０．６倍 ０．８倍 ０．５倍 １．０倍

洛西東竹の里 ０．７倍 ０．５倍 ０．６倍 ０．９倍 ０．８倍 ０．７倍

大受 ０．６倍 ０．７倍 ０．３倍 ０．３倍 ０．５倍 １．０倍

向島９街区 ０．６倍 ０．６倍 ０．１倍 ０．８倍 ０．３倍 １．３倍

向島１０街区 ０．６倍 － ０．２倍 ０．４倍 ０．７倍 １．１倍

醍醐南 ０．４倍 ０．２倍 ０．４倍 ０．７倍 － －

小栗栖 ０．３倍 ０．４倍 ０．２倍 ０．４倍 ０．２倍 ０．４倍

醍醐中山 ０．３倍 ０．２倍 ０．２倍 ０．３倍 ０．４倍 ０．３倍

平均倍率１倍未満
の募集戸数 ２２３戸 １８５戸 ２６０戸 ２０６戸 ２０６戸 ２５８戸

全募集戸数に対して
占める割合 ４３％ ３９％ ４９％ ４１％ ４１％ ４３％

※現在，公募停止している団地（３団地）を除く。



４

前回の検討部会における委員からのご指摘（公募ニーズの分析）

団地名
応募
倍率

築年
数

入居率
(※)

EVの
有無

風呂の
有無等

複数回公募しても
応募がない空き住戸

向島８街区 ０．９ ４０年 ７５．９％ 有 有 ９戸

醍醐西１街区 ０．９ ３４年 ８７．５％ 無 有 ２戸

洛西東新林 ０．９ ４４年 ７０．８％ 無 有 １０戸

西野山 ０．８ ５２年 ７３．３％ 一部有 有
※一部設置
スペースのみ

１５戸

向島５街区 ０．８ ４２年 ７５．３％ 有 有 ２１戸

洛西東竹の里 ０．７ ３９年 ７８．２％ 無 有 ７戸

大受 ０．６ ４７年 ７３．６％ 一部有 有 ７戸

向島９街区 ０．６ ３８年 ７４．８％ 有 有 ６戸

向島１０街区 ０．６ ３７年 ７１．９％ 有 有 ７戸

醍醐南 ０．４ ４９年 ６５．４％ 有 有 １４戸

小栗栖 ０．３ ４６年 ６８．９％ 無 有 １６戸

醍醐中山 ０．３ ４５年 ７２．０％ 無 有 １５戸

１２９戸

〇 公募倍率（直近５年の平均）が１倍未満の団地の状況 ※令和２年１０月１日時点

※現在，公募停止している団地（３団地）を除く。
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前回の検討部会における委員からのご指摘（公募ニーズの分析）

団地名 応募倍率 築年数 入居率(※) EVの有無 風呂の有無

二条 １９０．５ ２７年 ９７．５％ 有 有

西大路 ６３．８ ３４年 ９３．３％ 有 有

唐橋 ４８．７ １９年 ９４．８％ 有 有

桜島 ４５．０ １８年 ８５．０％ 有 有

嵯峨 ４４．１ １８年 ９０．５％ 有 有

唐橋第二 ３９．５ ２２年 ９４．６％ 有 有

東天王町 ３６．３ １５年 ９２．３％ 有 有

広沢 ３２．３ ２７年 ９６．３％ 有 有

東九条 ２５．９ ２７年 ９４．９％ 有 有

竹田 ２５．１ ２８年 ９５．７％ 有 有

勧修寺第二 ２４．０ ２２年 ９４．７％ 有 有

葛野 ２３．７ ３５年 ９５．０％ 有 有

鈴塚 ２１．６ ５２年 ８４．８％ 有 有※一部設置スペースのみ

醍醐中 ２０．５ ２３年 ９６．１％ 無 有

大覚寺 ２０．２ ２６年 ９１．６％ 無 有

〇 公募倍率（直近５年の平均）が２０倍以上の団地の状況

※令和２年１０月１日時点



崇仁団地
（４1棟）

大受団地
（3棟）

[耐震性がある住棟] ６

大規模地震に備えた市営住宅入居者の安全確保事業

特に耐震性が十分でない市営住宅にお住まいの方に，耐震性がある（現行の耐震基準を満たして
いる）市営住宅へ住替えていただくことで，入居者の安全性の確保を目指す。（令和元年度～）

住替え

【大規模地震に備えた市営住宅入居者の安全確保事業のイメージ】

[耐震性が十分でない住棟]

【対象団地】
・石田西団地
・石田東団地
・勧修寺北団地
・川西団地
・崇仁団地（31棟）

約６００世帯

など

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応

■ 耐震性のない団地からの住替えの円滑な実施 着手済

これまでの検討部会の議論のまとめ

【木造の公営住宅等を含め，耐震性がない団地が対象】



７

団地再生事業

団地単位で，建替えや耐震改修などを総合的に実施し，入居者の安全性を確保するとともに，
市営住宅を中心とした周辺地域のまちづくりへの貢献を目指す。

老朽化した住棟の建替えによる安全性，住環境の確保

EV

EV

EV

耐震改修やEV設置による安全性，住環境の確保

[団地再生前] [団地再生後]

活用地

【団地再生事業のイメージ】

集約によって生じる用地の活用や，
児童遊園の整備などによるまちづくり
への貢献

着手済■ 団地再生による総合的な住環境の改善とまちづくりの推進

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応

これまでの検討部会の議論のまとめ

【現在の入居世帯数をベースに管理戸数を集約】
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浴室設置事業

浴室を設置する場所（スペース）はあるものの，浴槽がない住戸について，空家整備時に浴
槽を設置することにより，市営住宅として必要な居住水準の確保を目指す事業であり，今後，
更なる推進を図る。

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応

浴室
設置

■ 浴室の設置等による必要な居住水準の確保

これまでの検討部会の議論のまとめ
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■ コミュニティミックスにつながる取組の検討

子育て世帯向けリノベーション事業

（子育て世帯の入居促進によるコミュニティミックス）

少子高齢化の進展がより顕著な市営住宅において，子育て世帯の入居を促進する
ことにより団地内のコミュニティバランスの改善や自治会活動への寄与等を主な
目的として，平成２８年度より実施している。

整備 募集 入居 未入居 退去

平成２８年度 ５５戸 ７７戸 ３８世帯 １７戸 －

平成２９年度 ６７戸 １０３戸 ５６世帯 ２６戸 １世帯

平成３０年度 ５０戸 １０１戸 ５３世帯 ２４戸 ８世帯

令和元年度 ３８戸 ８２戸 ５８世帯 １７戸 ７世帯

令和２年度
（６月公募のみ）

２０戸 １６戸 ７世帯 － ８世帯

合 計 ２３０戸 ３７９戸 ２１２世帯 － ２４世帯

＜参考＞子育て世帯向けリノベーションによる整備・入居状況

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応

これまでの検討部会の議論のまとめ



計 ひとり親世帯 両親世帯

平成２８年度 ３８世帯 ２８世帯（74%） １０世帯（26%）

平成２９年度 ５６世帯 ４１世帯（73%） １５世帯（27%）

平成３０年度 ５３世帯 ３５世帯（66%） １８世帯（34%）

平成３１年度 ５８世帯 ３５世帯（60%） ２３世帯（40%）

合 計 ２０５世帯 １３９世帯（68%） ６６世帯（32%）

〇 入居した世帯の家族構成

計
未就学

小学生 中学生以上
(※うち妊娠中)

平成２８年度 ６０人 ４２人（70%） － １３人（21%） ５人（9%）

平成２９年度 ６４人 ４４人（68.8％） （１人） １５（23.4％） ５人（7.8％）

平成３０年度 ８２人 ５９人（72.0％） （３人） １４（17.0％） ９人（11.0％）

平成３１年度 ８４人 ６８人（81.0％） （９人） １１（13.1％） ５人（5.8％）

合 計 ２９０人 ２１３人 － ５３人 ２４人

〇 入居した子どもの内訳 ※申込時は妊娠中で，入居までに産まれた子どもの数

１０

＜参考＞子育て世帯向けリノベーション事業（実施状況）

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応
■ コミュニティミックスにつながる取組の検討

これまでの検討部会の議論のまとめ



１１

（特定公共賃貸住宅としての活用が認められる場合）

公営住宅が充足する中，中堅所得者向けの特定優良賃貸住宅が不足するなどの事情が
存在する場合には，特定公共賃貸住宅として利用することが可能

平成２８年度より，子育て世帯向けにリノベーションした住宅の供給を行って
いる中で，ひとり親世帯など自治会活動への参加が難しいといった事例も見受け
られ，自治会の積極的な参加やコミュニティバランスの改善など，当初の目的に
即した事業効果を得られていない状況がある。

■ 特定公共賃貸住宅の活用による中堅所得者の入居促進の検討
少子高齢化が進展している団地内のコミュニティミックス，自治会の

活性化を図るため，建替えにより生じる余剰戸や子育て世帯向けリノベ
ーションの住戸等，ニーズが見込める団地については，特定公共賃貸
住宅の活用による中堅所得者の入居促進を検討していく。

■ コミュニティミックスにつながる取組の検討

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応

これまでの検討部会の議論のまとめ

（子育て世帯の入居促進によるコミュニティミックス：収入要件の変更なし）

（収入要件の変更を含めたコミュニティミックスにつながる取組の検討）



１２

１ 入居者が安心して暮らしていくための対応【まとめ】

〇 耐震性のない団地からの住替えの円滑な実施
〇 浴室の設置等による必要な居住水準の確保

これまでの検討部会の議論のまとめ

■ 団地再生による総合的な住環境の改善とまちづくりの推進

■ 現入居者の安心・安全の確保

■ コミュニティミックスにつながる取組の検討
〇 これまでの取組（子育て世帯向けリノベーション）の効果検証
〇 特定公共賃貸住宅の活用による中堅所得者の入居促進の検討

・ 耐震性が十分でない団地や，浴室設置スペースがない団地があることから，
これらの解消，入居者の安心・安全の確保や居住性の向上等を図る取組みを
最優先に実施していく
・ 少子高齢化の進展している団地内のコミュニティミックスを図るため，ニーズ
が見込める団地については，中堅所得者の入居促進等，コミュニティ活性化
に係る取組みを検討していく。



１３

２ 市営住宅の役割を踏まえた新たなニーズへの対応

■ 随時募集の実施
一般公募において世帯向けのニーズが無くなりつつある団地を中心に，非常時

の受け皿として，真に住宅に困窮する人々へ市営住宅を早くかつ的確に供給出来
るように，随時募集の実施を検討していく。

■ 単身高齢化の増加を踏まえた対応（案）
・ 単身向けの住戸のニーズが高いことを踏まえ，現在世帯向けとして供給してい

る団地の一部を単身向けの対象団地として，空き住戸の供給を行っていく。

ただし，団地自治会からは，コミュニティの維持の観点からは単身向け住戸を増やしてほしくない

との声もあることから，対象団地の拡充については，団地内のコミュニティに与える影響も考慮し，
団地ごとの高齢化率等の実情を踏まえながら行っていく。

また，単身世帯の対象となる属性の拡大については，市営住宅としての役割を踏まえ，現在の単身
世帯の対象を中心に行っていく。

・ 単身向け公募の拡大に併せて，上階に居住している階段昇降が困難な高齢者等
入居者の低層階への弾力的な住み替えを行っていく。

・ 団地再生事業による建替え更新棟においては，単身世帯向けの小規模な住戸を
一定数設けるなど，将来的なニーズを見据えた住棟計画を行う。

これまでの検討部会の議論のまとめ
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■ 居住支援法人や社会福祉法人等と連携
・ 少子高齢化の進展が顕著であり，今後空き住戸の増加が見込まれる
団地において，空き住戸を社会福祉法人等が活用し，入居者の自立した
生活やコミュニティの維持につながるサービスを提供するなど，
公民連携による取組の導入について検討を行っていく。

・ 公募倍率が低い団地においては，居住支援等の生活サポートやより
良い生活環境の整備等，他部署と連携した付加サービスの導入の検討
を進めていく。

なお，法人等の空き住戸の利活用に際しては，現入居者と法人とのマッチングへの
配慮が必要なため，現入居者にもメリットが得られるようなサービスを提供できる事業者
の選定を行っていく。

・ 導入の検討に当たっては，今後，居住支援法人をはじめとした，
社会福祉法人等の事業者にもヒアリングを行っていき，様々なニーズ
把握を行っていく。

■ その他，公民連携による公営住宅の空き住戸の公営住宅以外の用途と
しての利活用の検討

これまでの検討部会の議論のまとめ

３ 公民連携の充実（福祉等）

２ 市営住宅の役割を踏まえた新たなニーズへの対応



■ 公民連携による公営住宅以外の用途としての利活用

社会福祉法に基づく社会福祉事業としての活用

グループホーム事業等への活用

（社会福祉事業等としての利用が認められる場合）

・老人福祉法に基づく「認知症対応型老人共同生活援助事業」
・障害者自立支援法に基づく「共同生活介護」又は「共同生活援助」を行う事業
・児童福祉法に基づく「児童自立生活援助事業」，「小規模住居型児童養育事業」

（例）
第１種社会福祉事業：障害者支援施設，重症心身障害児施設，養護老人ホーム 等
第２種社会福祉事業:保育所の経営，ホームヘルプ，デイサービス，相談事業 等

ホームレスの自立支援への活用

・ホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う事業

■ 居住支援法人や社会福祉法人との連携

１５

これまでの検討部会の議論のまとめ

３ 公民連携の充実（福祉等）

２ 市営住宅の役割を踏まえた新たなニーズへの対応



１６

（他都市事例）大阪府における府営住宅ストック活用事例

「大阪府営住宅ストック活用事例集」より抜粋

活用例

〇小規模保育事業所
〇一時預かり事業所
〇子育て支援拠点
〇子ども・若者支援拠点
〇教育相談・学習支援拠点
〇福祉相談窓口・活動拠点
〇見守り活動拠点及び交流場所
〇高齢者等の交流活動拠点
〇サポート付改修共同住宅
〇障がい者（児）相談支援事業所
〇障がい者グループホーム
〇若者の職業的自立用住戸

など

■ 公民連携による公営住宅以外の用途としての利活用

■ 居住支援法人や社会福祉法人との連携

３ 公民連携の充実（福祉等）

２ 市営住宅の役割を踏まえた新たなニーズへの対応

【参考】（他都市事例）大阪府における府営住宅ストック活用事例



１７

〇 随時募集の実施
〇 単身高齢化の増加を踏まえた対応
（単身向け公募の対象団地等の拡大や，高齢等のため住替えを希望される現入居者の
弾力的な住替え等）

これまでの検討部会の議論のまとめ

■ 公民連携の充実（福祉等）

■ 新たなニーズへの対応

〇 居住支援法人や社会福祉法人との連携
（グループホームとしての利活用等）

〇 その他公営住宅以外の用途としての利活用
（地域のまちづくり活動としての利活用等）

・ 人口減少及び少子高齢化社会の到来を迎える中，一般公募において世帯
向けのニーズが減少している状況を踏まえ，真に住宅に困窮する人々へ
早くかつ的確に市営住宅を提供できる仕組みや，高齢者を中心とした単身
向けニーズに対応した公募の拡大や取組みについて検討を行っていく。
・ 少子高齢化の進展が顕著であり，今後空き住戸の増加が見込まれる団地に
おいて，空き住戸の福祉的な利活用について検討を行っていく。

３ 公民連携の充実（福祉等）【まとめ】

２ 市営住宅の役割を踏まえた新たなニーズへの対応【まとめ】



・ 団地ごとの特性を踏まえ，入居者等のニーズに沿った対応（バリアフリー化されて
いない住戸からバリアフリー化された住戸への住替え等），実態ニーズに合わせた
募集方法（随時募集等），入居対象者の拡大などのほか，公民連携による利活用に
向けた取組を進めていく。

・ 上記のような取組を行ったとしてもニーズが見込めない場合は，実態ニーズに合わ
せた適正な管理戸数・供給戸数の見直しを図っていく。

・ 公募困難住戸の整備を先送りしないなど，効果的な空き家整備を行い活用していく。
・ バリアフリー化等については，住棟ごとの特性を踏まえ，片廊下型住棟を中心とした
メリハリのある住棟整備やバリアフリー化されている住棟への住替え等を進めていく。

・ 建替え後の更新棟については，現状の入居世帯数に合わせた規模で更新を図るほか，
余剰戸が発生した場合は，特定公共賃貸住宅としての活用等を検討する。

・ 団地再生事業により生じる用地については，民間活力により持続可能なまちづくりに
資する活用を行う。（八条市営住宅では，活用地の一部で民間分譲マンションを建設）

■ 実態ニーズに合わない住戸などの整理 ■ メリハリのある投資

１８

これまでの検討部会の議論のまとめ

４ より一層の経営的な視点【まとめ】

〇 耐震性能はあるが，世帯向け住戸として公募しても応募が少ない団地

〇 耐震性能があり，かつ，世帯向けとしての応募が一定ある団地

〇 団地再生事業により建替え更新を図る団地



公民が連携した住宅セーフティネットの構築（将来的には民が主体となる
住宅セーフティネット機能の構築）に向けて，民間の住宅ストックや活力を
十分に活用していくとともに，公の役割として，市営住宅の最適化を図って
いく。

市営住宅の役割を踏まえた
新たなニーズへの対応

公民連携の充実
（福祉等）

・社会福祉法人との連携
・居住支援法人との連携
・公民それぞれの役割を踏まえた取組の充実

など

・随時募集の実施
・単身向け公募の拡大
・公営住宅以外の用途としての利活用 など

入居者が安心して
暮らしていくための対応

・耐震性のない団地からの住替えの円滑な実施
・団地再生による総合的な住環境の改善と
まちづくりの推進 など

１９

より一層の経営的な視点

市営住宅の最適化の考え方について

・実態ニーズに合わない住戸などの整理
・メリハリのある投資 など

⇒ ニーズを踏まえて，市営住宅の計画的な保全，長寿命化及び機能の充実など，
安全・安心な居住環境の整備を行うとともに，管理戸数や供給戸数の見直しなど
の最適化を図っていく。

⇒ 弾力的な空き住戸の利活用や実態ニーズに合わせた募集方法などの仕組みの
最適化を図っていく。

市営住宅の最適化



２０

① 耐震性能がない団地や，
浴室設置スペースがない
団地

耐震性を有する住戸への住替えによる，現入居者の
早期の安心・安全の確保
【大規模地震に備えた市営住宅入居者の安全確保事業】

着手済事業の継続・拡充

団地単位での，総合的な建替えや改善による総合的
な安心・安全の確保と必要な住宅性能の提供
【団地再生事業】

経営的視点

＜取組内容＞

民間活力を活かした市営住宅を含めた
地域の持続可能なまちづくりへの貢献

安心・安全

新たなニーズ

公民連携

着手済事業の継続・拡充

【参考】市営住宅の最適化の考え方について



２１

② 耐震性能はあるが，
世帯向け住戸として公募
しても応募が少ない団地 単身世帯向け住戸としての公募

公民連携による利活用（社会福祉法人や居住支援法
人等）の検討（団地内のコミュニティや入居者の自立
した生活の維持につながる取組（社会福祉事業）等）

その他入居者等のニーズに沿った利活用（高齢者等
の上階から低層階への弾力的な住替えなど）

公営住宅としての利活用

公募しても応募がなかった空き住戸を随時募集として
供給

公営住宅としての利活用

公営住宅としての利活用

公営住宅以外の用途
としての利活用

公営住宅としての利活用

経営的視点

ニーズがない場合は，
市営住宅以外の利活用を検討

安心・安全 新たなニーズ

公民連携 耐震性のない団地の入居者に対し，必要な改善を
行ったうえで住替え先住戸として提供

＜取組の方向性イメージ＞

【参考】市営住宅の最適化の考え方について



２２

③ 耐震性能があり，
かつ，世帯向けとしての
応募が一定ある団地

公募困難住戸を含めた空き家整備の実施を検討

引き続き，世帯向けの住戸として公募

公営住宅としての利活用

公営住宅としての利活用

経営的視点

＜取組の方向性イメージ＞
安心・安全

公営住宅としての利活用

長寿命化につながる
改修等の実施

将来的なニーズ

公民連携

公営住宅としての利活用

片廊下型住棟を中心にしたバリアフリー化等，
メリハリのある住棟整備を検討

公営住宅としての利活用

耐震性のない団地の入居者に対し，必要な改善を
行ったうえで住替え先住戸として提供

コミュニティ・ミックスにつながる取組の検討
（年齢層・収入階層等のミックス等）

その他入居者等のニーズに沿った利活用（高齢者等
の上階から低層階への弾力的な住替えなど）

公営住宅としての利活用

公営住宅以外の用途とし
ての利活用

福祉サービス等の
提供

【参考】市営住宅の最適化の考え方について



２３

【その他】現在の家賃減免制度の仕組み及び課題について

〇 京都市では，所得が一定水準以下の市営住宅入居者について，収入月額に応じ
て家賃を減額している。約１８,０００世帯の入居者のうち，約４,５００世帯に
対して，低収入減額を適用し，年間総額約９億円の減額を行っており，特に所得
水準の低い世帯の暮らしを支えている。

＜現在の家賃減免（低収入減額）の仕組み＞

参考：京都市の市営住宅の入居者の家賃支払い状況

正規家賃適用：

約９,０００世帯

低収入減額適用：

約４,５００世帯

生活保護受給世帯：

約４,５００世帯

市営住宅入居者：約１８,０００世帯



２４

〇 現行の仕組みでは，所得税法に準じた形で政令月収を算定し，それが，一定
金額以下であれば，低収入減額を適用している。

〇 しかし，上記の計算方法では，個人単位で所得算出，控除を行うため，世帯
単位で所得を合算した時に，必ずしも世帯の困窮状況を正しく反映したものに
なっておらず，比較的ゆとりのある世帯にも適用されている課題がある。

例）高齢夫婦世帯
夫）老齢年金収入：年160万円 公営住宅での所得：160万円－120万円＝40万円
妻）老齢年金収入：年140万円 公営住宅での所得：140万円－120万円＝20万円

同居親族控除：38万円 老人扶養控除：10万円
公営住宅での世帯収入：（40万円＋20万円－48万円）÷12＝1万円 → 80％減額が

適用

収入月額 減額率

0円～20,800円以下 80％

20,800円を超え31,200円以下 60％

31,200円を超え41,600円以下 40％

41,600円を超え52,000円以下 20％

※減免後の家賃月額が3,800円未満となる
場合は，3,800円の家賃月額

＜現在の家賃減免（低収入減額）の課題（一例）＞

夫婦で年300万円の年金収入

【その他】現在の家賃減免制度の仕組み及び課題について



２５

・京都市における家賃減免制度の実態を把握するために，京都市内の２つの
市営住宅団地において，減額適用世帯の収入状況等を調査

・低収入減額を受けている世帯として，多い類型は以下の３つ

※ 減額適用世帯は，１０２世帯
※ ２０％減額，４０％減額の適用世帯は少ないため，調査結果から省略

世帯類型 給与収入 年金収入 合計

◆低年金の高齢世帯

・単身高齢 15.3万円 75.8万円 91.1万円

・高齢夫婦 25.6万円 156.3万円 181.9万円

◆ひとり親世帯 127.2万円 127.2万円

◆高齢の親と中年世代の子との
同居世帯（親の年金収入で障害
を持つ子と同居している等）

107.8万円 132.8万円 240.6万円

〇 収入状況（平均値）

【参考】京都市における家賃減免制度の実態について



２６

年金を主たる収入とする高齢世帯は，収入状況の改善を見込むことができず，
低収入減額の適用が長期化する傾向が強い。

一方で，ひとり親世帯等の若年世帯については，子の成長過程に応じ，世帯
収入の状況が改善することが見られ，低収入減額の適用は比較的短い期間になる
ことが多い。

〇 減額状況

家賃※

（収入分位１家賃
：最も低廉な家賃）

減額率 減額後の家賃

20,000円～
30,000円程度

80％ 4,000円～6,000円

60％ 8,000円～12,000円

〇 家賃減額の適用がなくなる類型

京都市の低収入減額は，収入月額に応じ，８０％減額，６０％減額等と減額率
が適用される。

※京都市の市営住宅の家賃額は，設備の設置状況等により幅がある。

【参考】京都市における家賃減免制度の実態について



■ 一般的な空き住戸を整備した場合

● 年間維持管理費，その他経費（概算）
約１６万円／年・戸

● 空き家整備費
約１２０万円／戸

※原状回復のみのため国費の充当は無い。

空き住戸を整備した場合の費用回収に要する期間
■ 現在の公営住宅の１戸当たり平均家賃収入額（約23,300円）で計算すると

⇒１０年程度で費用回収が可能

■ 平成１０年築／EVありの公営住宅（収入分位１）の概ねの家賃（約33,500円）で計算すると

⇒５年程度で費用回収が可能

※家賃減免がない場合に限る。

■ 公募困難部屋を子育て世帯向けリノベーション住宅として整備した場合

● 空き家整備費
約４５０～５５０万円／戸

※居住性向上につながる工事に対し，国費約１２０～１４０万
円が充当

● 年間維持管理費，その他経費（概算）
約１６万円／年・戸

空き住戸を整備した場合の費用回収に要する期間（国費充当分を除く。）

■ 現在の公営住宅の１戸当たり平均家賃収入額（約23,300円）で計算すると

⇒２８～３４年弱で費用回収が可能

■ リノベーション住宅に入居する子育て世帯の概ねの家賃額（約28,000円）で計算すると

⇒１８～２３年程度で費用回収が可能

※家賃減免がない場合に限る。

２７

※計画修繕費のほか緊急修繕費，その他維持管理費等

※計画修繕費のほか緊急修繕費，その他維持管理費等

【参考】前回の検討部会における委員からの御指摘について



住宅セーフティネットの目指すべき将来像

公民が連携した住宅セーフティネットの目指すべき将来像（イメージ）

＜ 公営住宅 ＞ ＜ 民間賃貸住宅 ＞

「 市営住宅の最適化」
・ 入居者が安心して暮らし
ていくための対応
・市営住宅の役割を踏まえ
た新たなニーズへの対応
・ 公民連携の充実
・ より一層の経営的な視点

など

「 民間による住宅セーフティ
ネット機能の強化」
・ 高齢者への居住支援の強化

・高齢者以外の居住支援の拡大

・要配慮者の入居を拒まない
住宅の拡大

など

賃貸住宅市場全体

連携

連携

府営住宅
UR・公社賃貸住宅

・家主や不動産事業者，福祉事業者への支援
・居住支援体制の充実
・国の住宅セーフティネット制度の更なる活用
・住宅施策と福祉施策の横断的な連携

誰もが住宅に困窮することがないよう，公民が連携した取組が
行われている。

２８


